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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光硬化樹脂に所定量の磁性微粒子及び所定量の増粘剤を混入し攪拌して構成した磁性光
硬化樹脂であって、光硬化樹脂は無溶媒の樹脂であり、磁性微粒子はフェライト微粒子、
希土類微粒子、軟磁性体微粒子のいずれかであり、増粘剤としてのヒュームドシリカの混
入量は５ｗｔ％近傍、であることを特徴とするマイクロデバイス用磁性光硬化樹脂。
【請求項２】
前記増粘剤としてのヒュームドシリカの混入量は、５ｗｔ％であることを特徴とする請求
項１に記載されるマイクロデバイス用磁性光硬化樹脂。
【請求項３】
　前記光硬化樹脂は、エポキシ系樹脂であることを特徴とする請求項１又は請求項２に記
載のマイクロデバイス用磁性光硬化樹脂。
【請求項４】
　前記磁性微粒子は、フェライト微粒子であることを特徴とする請求項１乃至請求項３の
いずれか１項に記載のマイクロデバイス用磁性光硬化樹脂。
【請求項５】
　前記請求項１乃至４のいずれか１項に記載のマイクロデバイス用磁性光硬化樹脂を使用
し、光造形方法により作成したことを特徴とする磁性立体構造物たるマイクロデバイス。
　　
【請求項６】



(2) JP 5535474 B2 2014.7.2

10

20

30

40

50

　前記請求項５の光造形方法に使用する光源としては、ＵＶ（紫外線）レーザであること
を特徴とする請求項５に記載の磁性立体構造物たるマイクロデバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、磁性光硬化樹脂およびその磁性光硬化樹脂を用いて作成した磁性立体構造物
に関するものである。
　本発明は、磁性微粒子を光硬化樹脂に添加するとともにその磁性粒子の凝集及び沈殿を
防ぐために，同時に増粘剤を添加し攪拌することで、磁性微粒子を均一分散させた光硬化
樹脂を得んとするものである。また、前記光硬化樹脂を硬化・積層させて作成した磁性立
体構造物を提案せんとするものである。
【背景技術】
【０００２】
　光硬化性樹脂を用いた光造形装置及び光造形法についてはこれまで種々の技術が提案さ
れている（特許文献１～特許文献４）。
【特許文献１】特開平8-150662
【特許文献２】特開平6-170954
【特許文献３】特開2000-33652
【特許文献４】特開平8-118480
【０００３】
　特許文献１に記載されている光造形装置は、
イ）光硬化樹脂に混ぜられた微粒子の分散状態を保つために、振動機構・脱泡機構・冷却
機構を含んだ光造形装置
ロ）微粒子を振動によって攪拌子しながら立体構造物を作製する光造形法
を特徴としている。
【０００４】
　そして特許文献１に記載されているものは、本発明と以下の点で相違している。
イ）文献１の対象とする微粒子混合光硬化樹脂は“光硬化樹脂＋微粒子”であるのに対し
、本発明による微粒子混合光硬化樹脂は“光硬化樹脂＋微粒子＋増粘剤”から成る。
ロ）文献１は装置に攪拌機構を追加し、造形工程中に微粒子の攪拌を行うことで均一分散
を実現している。これに対し、本発明は増粘剤混合により光硬化樹脂を高粘度化（流動性
を悪く）することで微粒子の凝集・沈殿を抑制し、均一分散を実現する。この樹脂は攪拌
を継続的に行わなくても、均一分散を長時間維持可能である。
ハ）ロ）の理由より、光造形工程時の攪拌工程を必要としないため、装置を簡略化するこ
とができる。
【０００５】
　特許文献２に記載されている光造形装置は、
イ）補強を目的とした微粒子を混合した光硬化樹脂および光造形法
ロ）補強材を光硬化樹脂内で均一分散させるための手法として
（１）光硬化樹脂に磁性物体を混ぜて，光造形過程中に磁性物体を外部磁場により運動さ
せ，補強材を均一分散させる。
（２）光硬化樹脂に増粘剤を混ぜて高粘度化させることで、補強材の沈下を防ぎ、均一分
散させる。
を特徴としている。
【０００６】
　そして特許文献２に記載されているものは、本発明と以下の点で相違する。
イ）文献２で対象としている微粒子は補強を目的としており、ガラス繊維などの磁性を持
たない微粒子である。これに対し、本発明は磁性を持った微粒子を用いる。
ロ）文献２も磁性物体を混ぜている。
　また、磁性物体を混ぜる目的が異なる。文献２では磁性物体は光造形中に不規則運動さ
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せることを前提とし、補強材を攪拌することを目的としているが、本発明は磁性微粒子を
造形中に運動させず、完成した立体構造物自体に磁性を持たせることを目的としている。
ハ）文献２も微粒子の分散を目的として増粘剤を使用しているが、その材料の構成は“光
硬化樹脂＋補強材＋増粘剤”である。本発明は“光硬化樹脂＋磁性微粒子＋増粘剤”とい
う構成からなり対象とする微粒子が異なる。
【０００７】
　特許文献３に記載されている光造形法は、
イ）磁性微粒子を混ぜた光硬化樹脂
ロ）光硬化樹脂に磁場を印加するための装置を設けた光造形装置
ハ）磁性微粒子を混ぜた光硬化樹脂に磁場を印加して微粒子を配向させた後に、露光硬化
させる光造形手法
を特徴としている。
【０００８】
　そして特許文献３に記載されているものは、本発明と以下の点で相違する。
イ）文献３の材料の構成は“光硬化樹脂＋磁性微粒子”である。これに対し、本発明の材
料構成は“光硬化樹脂＋磁性微粒子＋増粘剤”である。
ロ）文献３は光造形時に磁場を印加するが，本発明においては光造形時に磁場を印加しな
い（ただし、磁場を印加しての造形も可能である）。
ハ）磁性微粒子を添加する目的が異なる。文献３は光硬化樹脂のはじきを改善するために
磁性微粒子を混ぜているが、本発明は完成した立体構造物を磁性アクチュエータやセンサ
などに応用するために磁性微粒子を混ぜている。したがって、混ぜる量も異なり、文献３
は同明細書中の実施例〔００１５〕項より“１０ｗｔ％以上の磁性微粒子の混合は好まし
くない”と指摘しているが、本発明は完成した構造物の磁性特性を高めるために高い混合
率を求める。実際に我々は５０ｗｔ％の磁性微粒子を混合させている。
【０００９】
　特許文献４に記載されている光造形法は、
イ）微粒子を混合させた光硬化樹脂を用いた光造形法
ロ）微粒子が磁性体から成り、平滑化の際に磁場を印加する光造形法
ハ）電気レオロジー効果を有する粉体から成り、光照射の際に電場を印加する光造形法
ニ）光照射によって溶媒に不溶になるシートを用いる光造形法
ホ）前記物質のための光造形装置
を特徴としている。
【００１０】
　そして特許文献４に記載されているものは、本発明と以下の点で相違する。
イ）文献４の材料の構成は“光硬化樹脂＋微粒子”である。これに対し、本発明の材料構
成は“光硬化樹脂＋磁性微粒子＋増粘剤”である。
ロ）文献４は光造形時に磁場を印加するが、本発明においては光造形時に磁場を印加しな
い。（ただし、磁場を印加しての造形も可能である。）
ハ）磁性微粒子を添加する目的が異なる。文献４は光硬化樹脂に粉体を混ぜ剛性を増加さ
せることで、作製時にサポートの形成を不要とすることを目的としているが、本発明は完
成した立体構造物を磁性アクチュエータやセンサなどに応用するために磁性微粒子を混ぜ
ている。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　磁気駆動マイクロアクチュエータはエネルギー供給の配線なしで駆動が可能であり、エ
ネルギー供給源を外部に配置することができるため、閉空間での遠隔駆動が可能である。
この特長はマイクロ流体デバイス内での流体制御や人体内での駆動を目的としたアクチュ
エータとして有効であり、今までに様々な磁気駆動マイクロアクチュエータが開発されて
いる。
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　磁性材料の微細加工は電気メッキ、ポリマー材料のスクリーンプリントやモールディン
グなどがあるが、これらは作製可能な構造が基本的に２次元的な構造に制約される。
　一方で、磁性マイクロ部品を組み立てて立体マイクロマシンを作製した例はあるが、こ
の方法は高度な技術を要するため、構造が小型化・複雑化するにつれて作製が困難になる
。
　光造形法はラピッドプロトタイピングを基とした微細加工法であり、複雑な立体マイク
ロ構造物を容易にかつ短時間に作製可能とする。しかしその反面、使用可能な材料が光で
固まるポリマー材料に限定されるため、材料の選択性に問題があった。近年ではこの問題
を克服すべく、光造形法に適用可能な機能性光硬化樹脂が開発されている。しかし、磁性
構造を立体的に作製可能な材料は未だ存在しない。
【００１２】
　また、
１．従来の磁性構造物の作製方法である型成形は、作製可能な形状を制限し、複雑な任意
立体形状を持った磁性構造物を作製することはできない。
２．光造形はＣＡＤのデータを基に任意立体形状を短時間に作製可能とする技術であるが
、従来の光硬化樹脂は主成分が有機材料であるため、作製された構造物は強磁性を示さな
い。したがって，従来技術では磁性構造物を作製することができない。
３．磁性微粒子を添加した光硬化樹脂に関する特許は上述したように存在するが、流動性
の高い光硬化樹脂に磁性微粒子を添加しただけでは、微粒子の凝集および沈殿が生じる。
これが作製構造物の質の低下につながる。
等の問題もある。
　本発明者等は複雑な磁性立体構造物を作製するために、光造形に適用可能な磁性光硬化
樹脂を新たに開発した。この磁性光硬化樹脂は通常の光硬化樹脂に磁性微粒子と増粘剤を
添加して調合されたものであり、この樹脂により、磁性と光硬化性を両立した材料を実現
することができた。
　そして、この材料の硬化特性及び磁化特性を評価した。さらに、この材料を実際に光造
形法で硬化させることで、らせん構造やシロッコファンなど複雑な立体マイクロ構造が作
製可能であることを実証した。これらの構造物はすべて、強磁性を有しており、本発明に
よれば新概念の磁気デバイスの実現を可能とするものである。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
このため、本発明が採用した技術解決手段は、光硬化樹脂に所定量の磁性微粒子及び所定
量の増粘剤を混入し攪拌して構成した磁性光硬化樹脂であって、光硬化樹脂は無溶媒の樹
脂であり、磁性微粒子はフェライト微粒子、希土類微粒子、軟磁性体微粒子のいずれかで
あり、増粘剤としてのヒュームドシリカの混入量は５ｗｔ％近傍、であることを特徴とす
るマイクロデバイス用磁性光硬化樹脂である。
また、前記増粘剤としてのヒュームドシリカの混入量は、５ｗｔ％であることを特徴とす
るマイクロデバイス用磁性光硬化樹脂である。
また、前記光硬化樹脂は、エポキシ系樹脂であることを特徴とするマイクロデバイス用磁
性光硬化樹脂である。
また、前記磁性微粒子は、フェライト微粒子であることを特徴とするマイクロデバイス用
磁性光硬化樹脂である。
また、前記に記載のマイクロデバイス用磁性光硬化樹脂を使用し、光造形方法により作成
したことを特徴とする磁性立体構造物たるマイクロデバイスである。
また、前記光造形方法に使用する光源としては、ＵＶ（紫外線）レーザであることを特徴
とする磁性立体構造物たるマイクロデバイスである。
【発明の効果】
【００１４】
本発明によれば、以下のような優れた効果を奏することができる。
１．本発明は従来技術よりもさらに複雑な任意立体形状を持った磁性立体構造物を実現可
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能とする。
２．前記の利点は新たな磁気駆動アクチュエータやセンサを実現可能とする。この成果は
現在急成長しているマイクロデバイス分野や医療など様々な分野での革新的技術となる。
３．ラピッドプロトタイピング技術を基としているので、ＣＡＤによる形状の設計から実
際の磁性構造物の作製までの時間短縮につながる。また、ＣＡＥと連携させることで，数
値解析で得られた最適形状の作製を容易とし、磁性デバイスの開発期間の短縮に繋がる。
したがって、産業面においても非常に有用な発明である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
本発明に係る発明は、
光硬化樹脂に磁性微粒子および増粘剤を添加、攪拌することにより、従来手法では凝集し
てしまう磁性微粒子を樹脂内で均一分散することができる光硬化樹脂を提供する。また、
この材料を光造形法によって硬化・積層させることで、従来技術では実現不可能な複雑な
磁性立体構造物を作成することを可能にする。
【実施例】
【００１６】
以下本発明に係る実施例を図面を参照して説明すると、図１（ａ）（ｂ）は光硬化樹脂内
での磁性微粒子の分散性を示す写真、図２（ａ）（ｂ）は増粘剤を添加した光硬化樹脂内
での磁性微粒子の分散性を示す写真である。
【００１７】
　光硬化樹脂の主成分はポリマーであるので、強磁性を示さない。磁性と光硬化性を両立
した磁性光硬化樹脂は通常の光硬化性樹脂に磁性微粒子を添加することにより実現される
。従来からＳＵ－８に磁性微粒子を添加することによる感光性磁性材料はすでに開発され
ているが、ＳＵ－８は溶剤を使用しているため光造形法に適用することはできない。
【００１８】
　本発明者等はポリマーマトリックスとして無溶媒の光硬化樹脂を使用し，この樹脂に磁
性材料を添加した。しかし、ただ単に磁性微粒子を光硬化樹脂に添加しただけでは磁性微
粒子が凝集してしまう。図１は、光硬化樹脂ＳＣＲ７７０（ディーメック）に平均粒子径
１．３μｍのフェライト微粒子ＦＡ－７００（戸田工業）を１０ｗｔ％添加し、ＡＲＥ２
５０（シンキー）で10分間攪拌した後、ガラス基板に滴下し光学顕微鏡で分散の様子を観
察した結果である。図１からも明らかなように、攪拌直後（図１（ａ）参照）から凝集し
はじめ、１時間後には完全に鎖状に凝集してしまった（図１（ｂ）参照）。これは磁性微
粒子自体が持つ磁力により、微粒子が相互に引きあうために起こる。このような不均一な
凝集は作製精度や歩留まりの低下、アクチュエータの性能の悪化につながるため、好まし
くない。また，磁性微粒子は光硬化樹脂よりも比重が高いため、時間が経つにつれて重力
により微粒子が沈殿してしまう。従来例としてセラミックや金属微粒子の分散剤として界
面活性剤を用いたものがあるが、磁性微粒子においては磁力の引力に打ち勝つだけの効果
は得られない。
【００１９】
　そこで、本発明ではこの凝集を克服するために、光硬化樹脂に磁性微粒子と一緒に増粘
剤を添加した。この光硬化樹脂の粘度の増加により、微粒子は大きな粘性抵抗を受ける。
この粘性抵抗は磁力による引力の抗力となるため、磁性微粒子の凝集を抑制する役割を果
たす。しかも、光硬化樹脂は増粘剤を混ぜると塑性流体性を示すため，分散状態を長期間
維持することもできる．
【００２０】
　図２はＳＣＲ７７０にＦＡ－７００を１０ｗｔ％、増粘剤アエロジルを５ｗｔ％添加し
て攪拌し、図１と同様に分散状態を観察したときの結果である。図２（ａ）（ｂ）に示す
ように１時間後も攪拌直後と同等の分散状態を維持していることが確認できる。このよう
に、増粘剤を添加し、光硬化樹脂の粘度を増加させることにより、磁気引力による磁性微
粒子の凝集を抑えることに成功した。この結果として、光造形に適用可能な磁性微粒子の



(6) JP 5535474 B2 2014.7.2

10

20

30

40

50

分散性を得ることができた。この分散状態は１０日間以上持続することも確認されている
。また、磁性微粒子の自重による沈降もほとんど起こらないため、長期間保存も可能であ
り安定性の高い樹脂を開発できた。

【００２１】
　光硬化樹脂の硬化特性は，硬化幅及び硬化深度の２つがある。こられはそれぞれ光造形
法における水平方向及び鉛直方向の分解能を示し、これが光造形法の加工性を決定する。
したがって、光造形法においてこれらの値を把握することは重要である。磁性光硬化樹脂
は，その内部の磁性微粒子の影響により、硬化特性とは異なることが想像できる。そこで
、我々は磁性光硬化樹脂の硬化特性を評価するために、硬化幅・深度測定実験を行った。
【００２２】
　実施例として、波長３２５ｎｍのＵＶレーザーを焦点距離１００ｍｍの集光レンズで磁
性光硬化樹脂上に集光する。この集光点はガルバノスキャナで操作され、磁性光硬化樹脂
を平面的に硬化する。垂直方向にはスキージで磁性光硬化樹脂を積層する。この硬化と積
層を繰り返すことで立体構造物を作製する。
【００２３】
　次に硬化特性測定用試料の作製方法を示す。
　まず、図３（ａ）において、下面に樹脂滴を含んだカバーガラス２を装置ベースプレー
ト上に設置した。そして、カバーガラス上部からレーザービーム１を走査して、磁性光硬
化樹脂を格子状に硬化させた（図３（ａ））。樹脂はＳＣＲ７７０に増粘剤５ｗｔ％と磁
性微粒子０～５０ｗｔ％混ぜた磁性光硬化樹脂をそれぞれ用いた。レーザーパワーは０．
６ｍｗ、スキャンスピードは５０ｍｍ／ｓであった。硬化後、サンプルをエタノールに浸
し、超音波洗浄器で未硬化の樹脂を取り除いた。その後、エタノールを十分乾燥させ、格
子の線の硬化幅及び硬化深度を測定した。硬化幅の測定には光学顕微鏡を、硬化深度の測
定には共焦点レーザー顕微鏡を用いた。
【００２４】
　図３（ｂ）（ｃ）は磁性微粒子含有率と硬化幅及び硬化深度の関係を示した図である。
硬化幅は含有率が増加するにつれて僅かに大きくなった。これは磁性微粒子により、微粒
子の大きさの分だけ粗さが増加したためである。これに対し、硬化深度は含有率が増加す
るにつれて、劇的に減少した。磁性微粒子を５０ｗｔ％混ぜた樹脂では，微粒子を混ぜな
いときより１／５も浅くなっていることが確認できた。この理由は磁性微粒子が障害物と
なって、レーザー光の樹脂深部への進行を妨げているからである。微粒子の含有率が増加
するにつれて、レーザー光を遮る面積が大きくなり、より表面近くで光を遮る確率が増加
するため、硬化深度が浅くなる。つまり、微粒子の添加量を多くすることにより、垂直方
向の分解能を向上させることができる。
【００２５】
　さらに発明者等は磁性光硬化樹脂の磁化特性を測定した。ＳＣＲ７７０に増粘剤５ｗｔ
％及び磁性微粒子１０～５０ｗｔ％混ぜた磁性光硬化樹脂を用いて公知の光造形装置で１
ｍｍ3 の立方体を作製した．そして、ＶＳＭでそれぞれの磁化特性を測定した。図４は各
添加量の磁性光硬化樹脂の磁化特性である。磁性微粒子の含有率が増加するにつれて残留
磁束密度は増加し、含有率に対してほぼ比例して増加していることが確認できた。磁性微
粒子を５０ｗｔ％混ぜたとき，最大エネルギー積は０．２３ｋＪ／ｍ3 であった。図４よ
り、磁性微粒子の含有率を多くしたほうが高性能な磁気駆動アクチュエータを作製するこ
とができる。しかし、その反面図３で示されるように磁性微粒子の含有率は加工面にも影
響を及ぼすため，実際には求める形状や必要な性能を考慮して材料を選定することが望ま
しい。
【００２６】
試作例
　本発明者等はこの磁性光硬化樹脂を用いて３次元ＣＡＤで設計した形状データを基に立
体磁性構造物を作製することに成功した。図５は実際に本発明に係る光造形法によって作
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製された構造物である。
　図５（ａ）は直径５００μｍ、長さ２ｍｍ、ピッチ１ｍｍのらせん構造、図５（ｂ）は
外径５００μｍ、高さ２５０μｍのファンである。図５（ｃ）はφ１ｍｍ、高さ７００μ
ｍのシロッコファンであり、ファンの羽根の厚さは５０μｍである。図５（ｄ）はカブト
虫状のマイクロ彫刻である。
　図５（ａ）（ｃ）はＳＣＲ７７０に磁性微粒子５０ｗｔ％、増粘剤５ｗｔ％混ぜた磁性
光硬化樹脂で、図５（ｂ）（ｄ）は磁性微粒子を３０ｗｔ％混ぜた磁性光硬化樹脂で作製
した。造形条件は図５（ａ）（ｃ）ではレーザーパワー０．６ｍｗ、走査速度５０ｍｍ／
ｓ、積層間隔７μｍ、図５（ｂ）ではレーザーパワー０．３ｍｗ、走査速度２０ｍｍ／ｓ
、積層間隔10μｍ、図５（ｄ）ではレーザーパワー０．６ｍｗ、走査速度２０ｍｍ／ｓ、
積層間隔１０μｍで作製した．これらの構造物はすべて、３０分以内に作製された。この
ように高アスペクト比な形状や蓋状構造、３次元曲面、オーバーハング構造など複雑な立
体構造物を容易にかつ短時間に作製可能である。このような形状はＬＩＧＡプロセスでも
マイクロアセンブリングによっても実現し得ない形状であり、我々が開発した磁性光硬化
樹脂によって初めて実現可能な磁性構造物である。これらすべての構造物は任意方向に着
磁可能であり、硬磁性アクチュエータとして利用することが可能である。
【００２７】
　以上のべたように、本発明者等はは磁性と光硬化性を両立した新たなコンポジット材料
である“磁性光硬化樹脂”の開発に成功した。そして、光硬化性と磁性の両方を有してい
ることを実験的に確認した。上記実施例では磁性粒子としてフェライトのみを添加してい
るが，当然ながら希土類や軟磁性体の微粒子も適用可能である。したがって、要求される
磁化特性に合わせて微粒子を選定することができる。最終的に、この材料を光造形法に適
用し、従来技術では作り得ない複雑な立体磁性構造体が作製可能であることを実証した。
この成果により新概念のマイクロデバイスの実現が期待できる。
【００２８】
以上実施例をあげて本発明について説明したが、本発明は上記実施例に限定されることは
ない。さらに増粘剤としては、ヒュームドシリカ、炭酸カルシウムを使用することができ
る。
【００２９】
  また本発明に係る磁性立体構造物を作製するための光造形方法は上記実施例に限定され
ることはない。硬化方法として、１．光子吸収を用いた硬化方法、多光子吸収を用いた硬
化方法を用いることができる。また露光方法はレーザー走査方式、面露光方式を用いるこ
とができる。さらに造形方法は自由液面方式、規制液面方式、内部硬化方式を用いること
ができる。
　また、本発明に係る磁性立体構造物を作製するための光造形装置は実施例に限定される
ことはない。光源としては、固体レーザー、気体レーザー、半導体レーザー、紫外線ラン
プ等を使用することができる。光源の波長は使用する光硬化樹脂に合わせて選択すること
ができる。露光機器としては、レーザー走査方法の場合はガルバノスキャナ、自動ステー
ジ等を使用でき、面露光方法の場合は液晶ディスプレイ、空間光変調器、デジタルミラー
アレイ等を使用できる。
　また本発明はその精神また主要な特徴から逸脱することなく、他の色々な形で実施する
ことができる。そのため前述の実施例は単なる例示に過ぎず、限定的に解釈してはならな
い。更に特許請求の範囲の均等範囲に属する変形や変更は全て本発明の範囲内のものであ
る。
【産業上の利用可能性】
【００３０】
　本発明は、磁性光硬化樹脂を用いて磁性立体構造物を作成することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】（ａ）（ｂ）は光硬化樹脂内での磁性微粒子の分散性を示す写真である。
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【図２】（ａ）（ｂ）は増粘剤を添加した光硬化樹脂内での磁性微粒子の分散性を示す写
真である。
【図３】磁性硬化装置の説明図および磁性光硬化樹脂の硬化特性を示す図である。
【図４】磁性光硬化樹脂の磁化特性を示す図である。
【図５】光造形法で作成された立体構造物を示す写真である。
【符号の説明】
【００３２】
１　　　レーザービーム
２　　　カバーグラス
３　　　スペーサ
４　　　硬化樹脂
５　　　未硬化樹脂

　　　　　　　　　　　　　　　　　

【図１】 【図２】
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【図５】
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